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開設認可を取得し、エマージングマーケットへの取組みを積極化しておりますとともに、

アジアにおきましては、6 月にベトナムにてホーチミン支店を、米州におきましては、

6月にヒューストン出張所を開設するなど、今後とも、効率性・採算性を十分考慮しつ

つ拠点設置をすすめてまいりますとともに、当行のグローバルネットワークを活用した

海外進出ニーズへの対応力強化、クロスリージョナル取引等に積極的に取り組んでまい

ります。 

 

(3) 経営合理化の進捗状況 （図表 6） 

 18 年 3 月期は、人員構成の変革による人件費削減や、店舗ネットワーク、事務・シ

ステム運営の一層の効率化をすすめる一方、効率化により生じた余力を、プロミスとの

提携事業の推進や個人金融ビジネスにおけるネットワーク拡大、生体認証ＩＣキャッシ

ュカードの導入等セキュリティ強化対策等に重点的に投入してまいりました。 

 この結果、経営合理化の進捗にかかる各項目につきましては、物件費項目を除いて、

18 年 3 月期の計画を達成しております。 

［従業員数］ 

18 年 3 月末の従業員数は、嘱託や派遣社員の活用等による人員の再配置を進めた結

果、17 年 4月に新卒者 1,088 名を採用した上で、前年比 698 名減少の 20,322 名となり

ました。なお、個人のお客さまのコンサルティング業務に従事するコンシューマーサー

ビス職につきましては期中に約 300 名を増員し、営業力の強化を図っております。 

［国内店舗・海外拠点数］ 

18 年 3 月末の国内本支店数は、14 ヶ店の店舗統合を行なったことから 411 ヶ店とな

りました。なお 17 年 9 月より、個人のお客さまのコンサルティング業務に特化した小

型専門拠点である「ＳＭＢＣコンサルティングオフィス」を、首都圏・近畿圏等の当行

主要営業テリトリー内の店舗空白エリアを中心に、18 年 3 月末で 14 拠点(出張所)設置

しており、今後も積極的に展開していく方針であります。 

また海外支店数は、マザーマーケットと位置づけるアジアの拠点において選択と集中

を図り、チョンブリ支店とアユタヤ支店を閉鎖したことから 15 ヶ店となりました。 



 10 

［人件費＋物件費］ 

 18 年 3月期の人件費につきましては、従業員給与の 10 年連続ベア凍結や外部労働力

の活用による人員の再配置を進めた結果、1,937 億円と計画対比 136 億円の削減となり

ました。 

また物件費につきましては、一部事務処理人員のアウトソース化に伴い人件費から業

務委託費への振り替えが発生したことや円安影響等により、3,562 億円と計画対比 63

億円の増加となりました。 

以上の結果、18 年 3 月期の人件費＋物件費合計につきましては、5,499 億円と計画対

比 73 億円の削減を実現し、ＯＨＲにつきましても 38％と、高い効率を維持しておりま

す。 

 

(4) 不良債権処理の進捗状況 

当行における 18 年 3 月末の金融再生法に基づく不良債権開示額は、9,601 億円と 17

年 3 月末の 1兆 8,246 億円対比ほぼ半減し、１兆円を切る水準まで大幅に圧縮いたしま

した。不良債権比率につきましても、18 年 3 月末で 1.7％と 17 年 3 月末対比で 1.6％

低下し、ほぼ半減いたしました。これは、債権売却、直接償却等のいわゆる最終処理を

引き続き積極的に進めたほか、債権放棄を含めた再建・再編処理による債務者区分の改

善、担保処分による債権回収等によるものであります。 

また、18 年 3 月期の与信関係費用は 2,309 億円となり、17 年 3 月期対比で 7,239 億

円の大幅な減少となりました。17 年 3 月期に、将来リスクへの対応としての貸倒引当

金の積み増しを含め、バランスシートのクリーンアップを図りましたことから、与信関

係費用は大幅に減少し、いわゆる巡航速度化を実感できる水準になったと認識しており

ます。不良債権問題が、開示額に加え与信関係費用においても収束し、当行の与信ポー

トフォリオは、着実に健全性を取り戻してまいりました。 

今後とも、不良債権問題の再発防止に努めるとともに、ローンレヴュー制度や信用リ

スク委員会の運営等を通じて、資産劣化の防止、企業再生への取組み、債務者区分の改

善の推進、大口集中や業種集中といった与信集中リスクのコントロール機能の強化等、




